
コンプライアンス
知らなかったではすまされない
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コンプライアンスとは「法令･規範の遵守」という意味ですが、現代社会

においては社会的な規範（ときには倫理的要素）も含む幅広い概念として理

解されるようになってきています。

しかしながら、我が国において企業の不祥事は後を絶ちません。また、

SNSの発展に伴い不祥事に対する社会的非難も広がりやすく、その程度も
強くなったことで、一度の不祥事によって会社の存亡の危機に陥ってしまう

ことも少なからずあります。

そのような事態にならないためにも、企業や企業で働くビジネスパーソン

は、コンプライアンスに関する知識や理解をその隅々に至るまで十分に浸透

させておくことが大切です。これにより、コンプライアンスの観点を無視し

た利益の優先や、事なかれ主義で問題を見過ごしてしまう状況などを避ける

ことができるでしょう。

企業が真にコンプライアンスを遵守していくためには、単に個々人の意識

に任せるのではなく、組織的にコンプライアンスの制度を築いていくことが

肝要です。

とはいえ、制度を作っただけで、適正な運用がなされていなければ元も子

もありません。コンプライアンスの制度を設計するとともに、企業で働く一

人ひとりが正しい理解のもとで実践していく必要があります。

そこで本テキストでは、コンプライアンスの概念から制度設計、部門別の

取組み方、関連する法律、さらに、知的財産権、雇用、税制、情報管理、環

境保護との関連など、コンプライアンスに関する知識を総合的に学べるよう

になっています。

コンプライアンスとは何かをご理解いただき、コンプライアンス・マイン

ドを身につけて、ぜひ日々の仕事に役立ててください。

はじめに



さあ、それではテキスト学習に入ります。
途中で投げ出したりしないために、計画を立ててから取り組みましょう。
自分自身のペースに合わせて無理のない計画を立てましょう。
1日2項目を学習するのが平均的なスケジュールです。
□は、診断で間違ったところやこれは特に重要だ、
覚えておきたいという項目のところをチェックするのに使いましょう。

目次と
スケジュール

章 内容 P 予定日 終了日

1

コンプライアンスって何？ 10

□ 01 コンプライアンスとは 10 ／ ／

□ 02 なぜコンプライアンスが重要なのか？ 11 ／ ／

□ 03 コンプライアンスは経営の基礎 12 ／ ／

□ 04 従来型対応は限界にきている 13 ／ ／

□ 05 コンプライアンスと損得 14 ／ ／

2

コンプライアンスとリスク・コントロール 15

□ 06 リスクとは何か 15 ／ ／

□ 07 法的リスクに対する考え方 16 ／ ／

□ 08 企業を取り巻く法的リスク 17 ／ ／

□ 09 クレームと内部告発 18 ／ ／

□ 10 リスク・マネジメントのあり方 19 ／ ／

3

コンプライアンス経営の実践（1） 20

□ 11 コンプライアンスのためのルールづくり 20 ／ ／

□ 12 教育・研修制度の確立 21 ／ ／

□ 13 日常の注意喚起 22 ／ ／

□ 14 モニタリングと調査の実施 23 ／ ／

□ 15 相談・苦情への対応 24 ／ ／
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コンプライアンス経営の実践（2） 25

□ 16 社内倫理規定のあり方 25 ／ ／

□ 17 文書の作成 26 ／ ／

□ 18 文書の管理 27 ／ ／

□ 19 社内処理と公表の準備 28 ／ ／

□ 20 コンプライアンスのコスト管理 29 ／ ／
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コンプライアンスの理解と実践 30

□ 21 コンプライアンス・プログラムはなぜ必要か？ 30 ／ ／

□ 22 コンプライアンス・プログラム導入の基本的考え方 31 ／ ／

□ 23 コンプライアンスの組織デザイン 32 ／ ／

□ 24 コンプライアンス・プログラムの具体化 33 ／ ／

□ 25 コンプライアンス・プログラムの運用 34 ／ ／
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章 内容 P 予定日 終了日

6

コンプライアンス体制の構築 35

□ 26 コンプライアンス体制のあり方 35 ／ ／

□ 27 経営とコンプライアンス体制 36 ／ ／

□ 28 監査とコンプライアンス体制 37 ／ ／

□ 29 コンプライアンス専門部署の設置 38 ／ ／

□ 30 トラブル処理専門部の整備 39 ／ ／

7

部門別コンプライアンス体制 40

□ 31 人事部門 40 ／ ／

□ 32 管理部門 41 ／ ／

□ 33 営業部門 42 ／ ／

□ 34 生産部門 43 ／ ／

□ 35 接客部門 44 ／ ／

8

コンプライアンス違反への対処 45

□ 36 有事に備えて 45 ／ ／

□ 37 内部調査の手法 46 ／ ／

□ 38 事後の対策 47 ／ ／

□ 39 マスコミ・外部への発表と対応 48 ／ ／

□ 40 失敗を教訓として生かすために 49 ／ ／

9

社会資源の活用 50

□ 41 公認会計士・税理士の活用 50 ／ ／

□ 42 弁護士の活用 51 ／ ／

□ 43 裁判所の活用 52 ／ ／

□ 44 役所の活用 53 ／ ／

□ 45 警察の活用 54 ／ ／

10

効率的な成長方法 55

□ 46 コンプライアンス経営の基本姿勢 55 ／ ／

□ 47 企業内コミュニケーション 56 ／ ／

□ 48 クライシスへの対処 57 ／ ／

□ 49 企業の業績とコンプライアンス 58 ／ ／

□ 50 企業の社会的貢献のために 59 ／ ／

6



章 内容 P 予定日 終了日

11

企業経営とコンプライアンス 62

□ 51 会社法とコンプライアンス 62 ／ ／

□ 52 特別背任罪とは 63 ／ ／

□ 53 コーポレートガバナンス・コードとは 64 ／ ／

□ 54 反社会的勢力との関係について 65 ／ ／

□ 55 株主代表訴訟とは 66 ／ ／

12

金融取引とコンプライアンス 67

□ 56 金融サービス提供法とは 67 ／ ／

□ 57 顧客への説明義務とは何か 68 ／ ／

□ 58 預金業務をめぐって 69 ／ ／

□ 59 融資業務をめぐって 70 ／ ／

□ 60 顧客情報の管理 71 ／ ／

13

証券取引とコンプライアンス 72

□ 61 インサイダー取引とは 72 ／ ／

□ 62 情報開示とは 73 ／ ／

□ 63 損失補塡とは 74 ／ ／

□ 64 勤務先の株式の売買をめぐって 75 ／ ／

□ 65 有価証券報告書の記載をめぐって 76 ／ ／

14

消費者保護とコンプライアンス 77

□ 66 消費者保護とは何か 77 ／ ／

□ 67 PL法をめぐって 78 ／ ／

□ 68 特定商取引法をめぐって 79 ／ ／

□ 69 消費者契約法 80 ／ ／

□ 70 割賦販売法について 81 ／ ／

15

公正な取引とコンプライアンス 82

□ 71 独占禁止法とは何か？ 82 ／ ／

□ 72 不当な取引制限とは何か？ 83 ／ ／

□ 73 不公正な取引方法とは何か？ 84 ／ ／

□ 74 私的独占とは何か？ 85 ／ ／

□ 75 中小企業の独占禁止法違反 86 ／ ／
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章 内容 P 予定日 終了日

16

知的財産権とコンプライアンス 87

□ 76 産業財産権をめぐって 87 ／ ／

□ 77 著作権をめぐって 88 ／ ／

□ 78 自社の知的財産権の管理 89 ／ ／

□ 79 他社の知的財産権を侵害しないために 90 ／ ／

□ 80 違法コピーとは何か？ 91 ／ ／

17

雇用とコンプライアンス 92

□ 81 就業規則と労働基準法 92 ／ ／

□ 82 採用と雇用契約 93 ／ ／

□ 83 労働条件と待遇 94 ／ ／

□ 84 解雇と退職 95 ／ ／

□ 85 ハラスメント 96 ／ ／

18

税制とコンプライアンス 97

□ 86 節税と脱税 97 ／ ／

□ 87 売上げの管理 98 ／ ／

□ 88 経費の管理 99 ／ ／

□ 89 税務調査をめぐって 100 ／ ／

□ 90 税法違反のリスク 101 ／ ／

19

情報管理とコンプライアンス 102

□ 91 秘密情報の管理 102 ／ ／

□ 92 情報管理と情報セキュリティ 103 ／ ／

□ 93 情報と人事管理 104 ／ ／

□ 94 部外者をめぐる情報管理 105 ／ ／

□ 95 開示情報の管理 106 ／ ／

20

環境保護とコンプライアンス 107

□ 96 環境アセスメントとコンプライアンス 107 ／ ／

□ 97 環境汚染防止のために 108 ／ ／

□ 98 グリーン購入とコンプライアンス 109 ／ ／

□ 99 容器包装リサイクル法をめぐって 110 ／ ／

□ 100 家電リサイクル法 111 ／ ／
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POINT

コンプライアンス（compliance）とは、一般
に「法令･規範の遵守」という意味です。簡単に

いうと「法律は守らなければいけない」というこ

とです。近年、企業に求められるコンプライアン

スには「企業は社会的な責任を担っている」｢道

徳に反するような悪いことはしない｣ といったこ

とまで含むようになってきました。昨今では、企

業の大小を問わず、さまざまな不祥事が世間を賑

わせており、それに対する社会の目も一層厳しく

なってきています。

「法律を遵守しよう」という当たり前のことを

伝えるだけでは効果的ではないでしょう。法律が

あっても犯罪者がいなくならないのと同じで、法

律だけに頼ることなく自社内で違法行為などを未

然に防止するしくみが必要です。

早くからコンプライアンスを実践してきた欧米

企業では、次のような取組みを行っています。ま

ず、業務上のリスクを回避するために守るべき

種々の業務マニュアル、守秘義務、その他の社内

ルールや、地域社会との関係のような行動指針を

策定し、これをコンプライアンス･プログラムと

定めます。そして「コンプライアンス・マニュア

ル」という文書をつくり、これを社員一人ひとり

が守ることで、不祥事などの法的リスクを回避し

ようというわけです。このように法律や規範を

守っていくしくみを取り入れていくことを「コン

プライアンス経営」といいます。

コンプライアンス経営で、遵守すべきルールは

次の３つにまとめることができます。

①法律、命令、規則など法規範

②社内ルール、業務マニュアル

③倫理、社会的規範

①またはこれに準ずるものとして、国の法律、

政令、省令、通達、ガイドライン、地方公共団体

の条例などがあります。②には、業務上の秘密保

持義務に関するものや経理に関するルールなどが

あります。③の倫理とは、欧米企業がよく理念と

して定める企業の価値観のことです。

なお2022年には公益通報者保護法が改正され
るなど、日本でも企業のコンプライアンスに対す

る意識が高まっています。

近年では道徳的、社会的な規範も含んでいる。

コンプライアンスとは、「法令の遵守」という意味。

コンプライアンスとは01	

コンプライアンス

全社員が遵守

法律、命令、
規則など
法規範

社内ルール、
業務

マニュアル
倫理、

社会的規範

企業

経営上のリスクを回避すると
同時に、社会的責任を果たす
ことができる

コンプライアンス経営で
遵守すべきルール
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POINT

コンプライアンスが企業に注目されるように

なった直接の理由は、複数の大手企業が、不祥事

によってその存亡が危機に瀕するほどの事態に至

るようになったからです。

食品会社Ａは、国の国産牛肉買取制度を悪用し、

輸入肉を買い取らせていた偽装牛肉事件によって

解散に追い込まれました。また、同様の事件を大

手食品会社の子会社が起こし、食品加工業者や老

舗の飲食店等では、産地や原材料の偽装表示、食

品の使い回しなどが相次いで発覚しました。

さらに電力会社による原子力発電所の点検記録

改ざん事件や、大手中古車販売業者が販売する中

古車を傷つけて事故をつくり出し、会社ぐるみで

保険金を過剰に請求していた事件など、枚挙に暇

がありません。

このような不祥事によって、伝統ある企業です

らも存続の危機に陥りかねないようになった背景

には、ビジネス環境の変化や社会の価値観の変化、

コミュニケーションツールの発展などがあります。

コンプライアンスと類似の概念としてCSR

（Corporate Social Responsibility）というもの
がありますが、これは単なる法令の遵守を超えた

意味をもっており、「企業の社会的責任」などと

呼ばれます。さらに、コンプライアンスの延長線

上にある概念として、メセナ活動というものもあ

ります。これは、企業の直接的な見返りを求めな

い芸術文化支援の活動などを通じて社会的責任を

果たそうとすることを意味します。これらの考え

方が重視される背景には、社会における企業の存

在価値や影響度が増大した結果、企業の法令違反

が社会に極めて重大なインパクトをもたらし、多

数の利害関係人に損害を与えかねない可能性が高

まってきているからといえます。

そのような時代背景からも、消費者の企業を見

る目はいっそう厳しくなってきているというのが、

現代社会の状況といえるでしょう。

コンプライアンスのレベルにおける優劣が、企

業価値を高め、生き残りの可能性に影響を与える

ようになってきたのです。

消費者の企業を見る目は、いっそう厳しくなってきている。

企業の社会的責任も重視されている。

なぜコンプライアンスが
重要なのか？02	

コンプライアンスが必要な理由

不祥事により、企業が存亡の危機に
陥りかねないようになった

違反行為を行わず、高度の
遵法意識や倫理観を持ちな
がら企業活動を行う体制を
整えることが重要

ビジネス環境の変化や社会の価値観の変化、
コミュニケーションツールが発展した

●コンプライアンスに関する概念●

コンプライアンス

法令の遵守

メセナ活動

芸術文化支援の
活動など

CSR

企業の
社会的責任

延長線上にある概念

≒

企業
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POINT

コンプライアンスの考えがこれからの経営の基

礎になるといっても、組織的にその体制を築くに

は手間とコストがかかり、割に合わないのではな

いかという疑問もあります。

たとえば、違法行為によって得られる経済的利

益が違法行為をしないときより大きく、かつ違法

行為が発覚したときに失う経済的利益が小さいと

いうケースを考えてみましょう。この場合、経済

的な利益のみを天秤にかけて短絡的に考えれば違

法行為をしたほうが得だという考え方もできてし

まいます。

しかし、本当にそうでしょうか。企業活動は相

互の信頼の上に成り立っており、日々の小さな信

頼の積み重ねが長い年月をかけて徐々により大き

な取引や強固な関係を築いていきます。しかしな

がら、たった１つの不祥事であっても、信頼関係

が破壊されるには十分であり、信頼関係が崩れる

のは一瞬だということを肝に銘じておく必要があ

ります。

では、より詳細に、コンプライアンス経営を行

う場合とそうでない場合のコストとベネフィット

を考えてみましょう。まずコストとしては、一般

管理費（人件費、通信費、文書作成費など）、研

修･教育費、弁護士やコンサルタントに依頼する

ための費用などがあります。

一方のベネフィットとしては、万一トラブルに

至り、訴訟問題になったときのコストを減らすこ

とができます。また、そうした問題が起きること

による会社の企業イメージ毀損という無形の損害

も回避できます。そして、問題が起きない体質や

風土をつくることで、企業価値が上がり、取引先

から信頼されることによって、さらに新規の取引

を獲得するチャンスが得られるため、収益の向上

が見込まれるわけです。

これらの損得は、あくまで相対的なものであり、

全てを数字で計算することは困難ですが、企業価

値、企業イメージ、収益性の向上は企業にとって

計り知れない価値があります。費用がかかり面倒

であっても、コンプライアンス経営を行うことが

得策であることはいうまでもありません。

問題が起きない風土が企業価値を上げ、収益を向上させる。

コストは、一般管理費、教育費、弁護士費用など。

コンプライアンスと損得05	

コンプライアンス経営の損得

コンプライアンス経営を行わない
場合、数字には現れない企業イメー
ジの失墜、取引減少、取引停止も
考えられ、総合的に考慮するとマ
イナスになることがわかります。

コスト
一般管理費や
研修費など

ベネフィット
企業イメージなどを
向上させられる
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POINT

企業を取り巻く法的リスクは、「企業経営のさ

まざまな段階において、法令、規則、条例などの

法規範に違反することから生じる、損害賠償・債

務不履行などの民事責任や贈賄罪や詐欺などの刑

事責任、あるいは取締法規違反などの行政処分を

負う危険」と定義されます。

では、具体的には企業がよく直面する法的リス

クにはどのようなものがあるのかを考えていきま

しょう。分類すると、次のようになります。

① 犯罪者や反社会的勢力（総会屋や暴力団）に屈
する形で行われる法律違反

② 製品の欠陥による事故、あるいは欠陥が発覚し
た場合の事後処理のミスによる法律違反

③ 経営陣による法律違反
④ 企業自身による法律違反
⑤ 従業員による法律違反
また、最近ではインターネットの普及、国際化

によっても法的リスクは増大しています。

たとえば、海外から英語で送られてきたビジネ

スメール詐欺に騙され、多額の金額を指定口座に

振り込んでしまうというケースがあります。これ

らは巧妙に実在の会社名や人物名を騙って送られ

てくることがあるため、受け取った側もまさか詐

欺だとは思わず、だまされてしまうようです。こ

のようなメールに対して裏を取らずに支払ってし

まうと、会社に多額の損害を与えてしまいます。

そのほか、国外の取引先の信用調査が十分に行わ

れずに騙されてしまうこともあります。これらの

場合、取締役が任務懈
け

怠
たい

として善管注意義務違反

に問われた場合、株主から損害賠償を請求されか

ねません。

このように会社自体は被害者であっても、取締

役などが義務に違反したようなケースには、民事

上の損害賠償責任だけでなく、営業停止などの行

政罰、罰金や懲役などの刑事罰が科されるという

リスクもはらんでいます。

インターネットの普及によっても法的リスクは増大している。

企業を取り巻く法的リスクとは民事責任や刑事責任、行政処分を負う危険。

企業を取り巻く法的リスク08	

法的リスク

犯罪者や反社会的勢力（総会屋や暴力
団）に屈する形で行われる法律違反 会社法上の利益供与など

製品の欠陥による事故、あるいは欠陥
が発覚した場合の事後処理のミスによ
る法律違反

ＰＬ法による損害賠償、欠陥隠しなど

経営陣による法律違反 粉飾決算、違法配当、会社法上の特別背任罪など

企業自身による法律違反
検査妨害・入札妨害などの違反、相場操縦などの金融商品規
制違反、独占禁止法違反、脱税などの法人税法違反、個人情
報漏えいなどの個人情報保護法違反など

従業員による法律違反 消費者に対する説明義務違反、詐欺、業務上横領、背任、イ
ンサイダー取引、情実融資（私情がからんだ融資）など

17
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POINT

企業を取り巻くリスクのなかで、最近とくに増

えているのがクレーマーと内部告発です。

クレーマーとは、一般に、商品やサービスに対

して過剰な文句をいう、または文句をいって金銭

を請求するタイプの人物です。昨今はインター

ネットが普及し、クレーマーが掲示板やSNSを
使って誹謗中傷を展開し、それが世間に広がるこ

ともあります。このような事態への対処も、放置

することなく毅然とした態度で臨むべきでしょう。

通常、クレームに対しては本当に欠陥があれば、

ただちにリコールなどの対処策を講じ、事態に迅

速かつ誠実に対処することが重要です。しかし、

これが単なる嫌がらせや脅しであれば、毅然とし

た対処をしなければいけません。

2022年にはプロバイダ責任制限法に基づき発
信者情報開示請求ができるように、また2021年
改正ではスムーズな開示を実現するために情報提

供命令の申立てもできるようになりました。これ

は、権利侵害情報が匿名で発信された場合に、権

利侵害情報が書き込まれたことにより被害を受け

た者がプロバイダに対して、発信者の特定に資す

る情報（発信者情報）の開示を請求することがで

きる権利です。

また、近年増えてきているのが内部告発による

不祥事の発覚です。たとえば、大手製紙会社の不

正会計やマネーロンダリング、公立病院での無資

格医に麻酔業務を行わせていた事件、製パン工場

での賞味期限の書き換えなどの事件は、内部告発

により発覚したものです。

会社に在籍した状態でも会社内の問題を是正し、

それにより不利益を被らないような制度として、

2006年に公益通報者保護法が施行、2022年6月
に改正公益通報者保護法が施行されました。

「内部告発を押さえ込む」という発想はもはや

時代遅れです。内部告発は違法行為を早く把握し、

改善するというリスク回避の有力な手段でもあり

ます。

今後は、会社に対する恨みからではなく、会社

をリスクから守るために、社員として違反の種を

積極的に会社の上部に伝えていくことが重要です。

2006年に告発者を守る公益通報者保護法が施行された。

企業ではクレーマーや内部告発によるリスクが増えている。

クレームと内部告発09	

内部告発に関する法律

内部告発をした従業員に対し、不利益な取扱いを法的に禁止に

常時使用する労働者が300人を超える事業者に公益通報体制整備義
務や、公益通報対応業務従事者指定義務が設けられ、公益通報対応
業務従事者に対しては刑事罰を予定した強い守秘義務が課せられる

2006年　公益通報者保護法

2022年　改正公益通報者保護法

18
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POINT

近年、企業のコンプライアンス違反に基づく不

祥事は世間に急速に広まる傾向にあり、その企業

のレピュテーション（評判）を著しく害するもの

となっています。

これに対して会社法では、1990年代以後の不
況の中で「コーポレート・ガバナンス論」などと

して、上場会社の経営者の在り方をめぐる議論が

活発化してきました。効率的な経営の確保および

経営上の違法行為の抑止（コンプライアンスの確

保）のための法改正・制度運用の改善が図られて

きています。

たとえば大会社においては、法務省令（会社法

施行規則98条）で定める体制に関する事項を取
締役の過半数をもって決定することにより、組織

整備を行わなければならないとされました。いわ

ゆる「内部統制システム」です。

また、2015年6月には株式会社東京証券取引
所からコーポレートガバナンス・コードが発表さ

れました。これは、会社が、株主をはじめ顧客・

従業員・地域社会などの立場を踏まえたうえで、

透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うため

のしくみについて、主要な原則を取りまとめたと

されるもので、上場審査において重視され、その

後も改訂を重ねながらコーポレート・ガバナンス

の準則として浸透しています。

このほか、日本取引所自主規制法人から、上場

会社に向けて、2016年に「上場会社における不
祥事対応のプリンシプル（原則）」が、2018年に
「上場会社における不祥事予防のプリンシプル」

がそれぞれ公表されています。これは企業不祥事

を回避すべき立場にある役員に向けた行動規範で

あり、「上場会社に向けて」とはされているもの

の上場・非上場の区別を問わず、参考となる規範

です。

このように、コーポレートガバナンスを整備し、

コンプライアンスを遵守すべき要請は年々高まっ

ているというべきであり、企業においては、会社

法に従うとともに、参考となる規程にも従いなが

ら、社会的な責任も果たすことを目指して社内統

治をしていくことが期待されています。

さまざまなコンプライアンス遵守に関する規程が公表されている。

近年、企業不祥事がもたらすリスクが重大化している。

会社法と
コンプライアンス51	

内部統制システムが必要な理由

内部統制システムには、
コーポレートガバナン
ス・コードや、不祥事
対応のプリンシプルな
どの準則があります。

不
祥
事
が
発
覚

世
間
に

急
速
に
広
ま
る

企
業
が
信
用
を
失
う

内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
を
策
定
し

不
祥
事
を
未
然
に
防
ぐ

62

企業経営とコンプライアンス



POINT

インサイダー取引とは、上場会社の関係者等が、

その職務や地位により知り得た、投資者の投資判

断に重大な影響を与える未公表の会社情報（たと

えば、業績の修正、M&Aの実施、業務提携など）
を利用して自社株等を売買することで、自己の利

益を図ろうとするものです。

主に問題となる関係者等とは、上場会社の役職

員など内部に所属している者ですが、そこから情

報を受領した情報受領者（たとえば、上場会社の

取引先となった従業員など）も対象に含まれるた

め、自社が上場していなければ関係がないという

わけではありません。

こういった未公表の情報を知らない一般の投資

者は、未公表の情報を知っている者よりも不利な

立場で取引を行わざるを得ませんから、これを許

せば、証券市場の信頼性が損なわれてしまいます。

そのため、金融商品取引法によってインサイ

ダー取引は禁止されており、違反者には証券取引

等監視委員会（SESC）による刑事告発や課徴金

納付命令の勧告が行われます。

科される刑罰としては、個人に対して5年以下
の懲役もしくは500万円以下の罰金、または両方、
法人に対して5億円以下の罰金です。そのほか、
インサイダー取引等により得た財産は全て没収・

追徴されます。さらに、会社を解雇されることが

予想されるなど、その代償は非常に重いです。

また、大規模な取引だけが問題とされるわけで

はなく、親族に株式を購入させた場合など、小規

模なケースもSESCによる調査対象となっている
ため、軽い気持ちで手を出すと大きな問題を生じ

る恐れがあります。

そこで会社は、役職員等に対して研修を行うな

どして周知することや、投資判断に影響を与える

ような重要な情報についてはその管理を徹底する

ことで、インサイダー取引とその代償についての

理解を深め、予防していく必要があります。

違反した場合は、５年以下の懲役か500万円以下の罰金など。

インサイダー取引とは、情報の未公表段階で株式売買を行うこと。

インサイダー取引とは61	

インサイダー取引

重要な
会社情報を入手

・業績の修正
・M&Aの実施
・業務提携

株の売買

情報が未公表の段階で
株式の売買を行う

インサイダー取引株 ￥

72
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POINT

著作権とは、著作物を創作した者（著作者とい

います）に与えられる権利で、自分が創作した著

作物を無断でコピーされたり、インターネットで

利用されたりしない権利です。

著作権は、特許などの産業財産権と違って創作

と同時に発生し、特許庁への登録を要しません。

また、第三者が、著作物に依拠せず（真似たり、

盗用したりせず）、偶然に同一の著作物をつくっ

た場合には権利を侵害したことになりません。

その意味で、特許などの産業財産権よりも排他

性や保護が弱いといえます。

もっとも、無断で自らの著作物を複製された場

合のように、その著作権を侵害された場合には差

し止め請求や損害賠償請求などが可能です。

昔からよくある著作権侵害の例として、小説や

映画に登場するキャラクターの無断利用がありま

す。他者が創作したものをそのまま使う行為が著

作権侵害ですが、プログラムの場合はちょっと複

雑です。ウインドウズなどのＯＳやエクセルなど

のソフトは著作物にあたります。しかし、著作権

法は表現を保護するものなので、表現手段である

プログラム言語やプロトコル（規約）まで保護の

対象とされるわけではありません。

他方で、プログラムがビジネスアイデアにつな

がるケースでは、ソフトウエア関連発明という特

許を申請することも可能であり、アイデア全体を

権利として守りたいときには特許を取得すること

もあります。これは、いわゆるビジネスモデル特

許のことです。

昨今は、ライセンスの購入が必要であるにもか

かわらず、会社にあるソフトを無断で複製して使

い、著作権侵害で訴えられるなど、ソフトに関す

る法的リスクが発生しています。

たとえば、海賊版ソフトを使用することや、イ

ンターネット上の情報でも著作物であれば、勝手

に使用することも著作権法違反行為です。

コンピュータでは簡単にコピーできるだけに、

著作権違反のリスクが常にあることを忘れずに、

自社のコンプライアンスを維持していくことが必

要です。

インターネット情報を勝手に使用することも著作権法違反行為になり得る。

著作権は、小説、絵画、建造物などの表現に関する権利。

著作権をめぐって77	

著作権とは

権利を侵害しない

●偶然に同一の著作
物をつくった場合

●既存のイラストや
画像に創作性がな
い場合

　など

権利を侵害する

著作物を
そのまま使う行為

●キャラクター
●パソコンのOS
●パソコンのソフト

例

創作した著作物を無
断でコピーされたり、
インターネットで利
用されない権利

著 作 権

著作権法は表現を保護するもの

知的財産権とコンプライアンス
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POINT

企業が支出する経費のなかで、コンプライアン

ス上注意したいのが交際費です。

交際費とは、一般に、接待・お付き合いの費用

のことを指し、接待、供応、慰安、贈答その他こ

れらに類する行為に支出するものをいいます。

交際費は、原則として、その全額を損金に算入

することはできないとされていますが、一部損金

（損失のこと）に算入できる場合があります。

たとえば、資本金または出資金の額が１億円以

下の会社では、定額控除限度（800万円）までの
金額を損金算入することが可能です。また、飲食

その他これに類する行為の費用も、50％までは
損金算入することが可能です。

税法では、そもそも企業が接待によって受注を

獲得するのは好ましくないこととして取り扱われ

ており、この感覚を持つことがビジネスパーソン

にとっても重要です。

とくに、使途不明の交際費の存在はコンプライ

アンス意識に乏しい経営の証拠のようなもので、

なくしていく努力をしなければなりません。

一般に、使途不明金とは、企業を守るために支

出先やその目的を告げられない費用を意味してい

ます。交際費として処理されるケースが多いので

すが、目的や支出先が明確にならない以上、使途

不明金に代わりはありません。

脱税の金額の大きさは、コンプライアンス意識

の低さを示すバロメーターといえます。使途不明

金は確実に企業をむしばんでいき、問題になった

ときに「知らなかった」ではすまされない問題で

す。

社員にとっては、使途不明金は脱税であるとい

う認識を持ち、交際費関連の支出には、支出した

金額、支出により得たものがある場合は当該対象

物、支出目的、対象者を明確にした伝票を作成し

ていくことがコンプライアンス経営に必要です。

交際費関連の支出では、モノ、目的、対象者を明確にしておく。

使途不明の交際費の存在は、コンプライアンス意識の低さの表れ。

経費の管理88	

使途不明金の原因

●① 架空の経費をでっちあげ、裏資金をつくるために使途を明かせない

●② 得意先との関係を維持するために支出され、相手の所得にならないようにするため
使途を明かせない

●③ 政治家などへの賄賂、談合罪に結びつく支出、違法集団への利益供与となる支出を
隠すために明かせない

●④ 社長個人の遊興費に支出されたもので、本人の所得にならないようにするために使
途を明かせない

99
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POINT

企業には、社員の人事記録、顧客の個人情報、

営業記録など、社外に漏れてはいけない情報資産

が多数存在しています。

情報資産とは、企業や組織などで保有している

情報全般のことをいいます。

顧客情報や販売情報などの情報自体に加えて、

それらを記載したファイルや電子メールなどの

データ、データが保存されているパソコンやサー

バなどのコンピュータ、CD-ROMやUSBなど
の記録媒体、そして紙の資料も情報資産に含まれ

ます。

企業は情報資産を守るため、情報セキュリティ

対策の方針や行動指針となる情報セキュリティポ

リシーを作成することが重要です。

機密情報の漏えいや個人情報の漏えい、ホーム

ページの改ざんやシステムの停止などが生じた場

合、会社は社会的信用を失うだけでなく、経営自

体にも大きな影響が生じる危険があります。とく

に、大量の個人情報の漏えいに関しては、個人情

報保護委員会による指導・公表の対象となるのみ

ならず、報道でも取り上げられやすくなっていま

す。

そのため、組織の情報セキュリティ対策に関し

ては、より一層の強化が求められるようになりま

す。

たとえば、情報漏えいに対しては、ファイア

ウォールの導入、顧客データの管理を厳格にする、

資料、メディア、機器の廃棄ルールの徹底や無線

LANのセキュリティ設定、ユーザー権限の管理
やパスワード管理の徹底などが考えられます。

また、重要文書に関する日常の管理体制として

は、廃棄時にシュレッダーにかけることや、秘密

保持契約を結ぶことなどが挙げられます。

企業秘密はちょっとしたミスから漏えいするこ

とも多いので、社内で何が秘密文書でどう扱うか

というマニュアルや方針をつくり、まずは社員全

員がよく理解すること。これが日常情報管理の第

一歩です。

情報資産を守るためセキュリティポリシーや情報管理規程を作成し、周知徹底を図る。

情報セキュリティ対策は、情報資産の漏えい・毀損を防止するために講じる。
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重要文書に関する管理方法

●①  文書を重要度に分けて管理する

●②  複写禁止等、秘密文書である表示を行う

●③  文書ごとに保管方法を分ける

●④  文書の持ち出し、返却記録をつける ●⑧  秘密文書管理に関する社内規程をつくり、秘密文書管理担当を置く

●⑤  コピー機にデータを残さない

●⑥  文書の廃棄時はシュレッダーにかける

●⑦  外部の者にデータを委ねるときは秘密保持契約を結ぶ
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